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大庭　大*

要旨：社会保障構想の新たな潮流として「事前分配（pre-distribution）」と
いうアイディアを検討する。事前分配をめぐっては「どのような政策を実
施すべきか」という実践的政策指針としての議論と，「そもそも事前分配
とは何か，どのようなものであるべきか」という哲学的・規範的議論が混
在している。本稿ではこの両方の位相における議論を扱い，次のことを行
う。第一に，事前分配政策と既存の社会保障アプローチとの異同を明らか
にし，事前分配政策を社会保障のひとつのモデルとして提示する。第二
に，J・ロールズの財産所有のデモクラシーを事前分配の政治哲学的構想を
示すものとして位置づけ擁護する。本稿は事前分配の政策類型としての特
徴を明確化すると同時に，それを評価するための視点としてどのような規
範的構想が望ましいかを明らかにするものである。特に，曖昧に語られて
いる「事前」という言葉の意味に焦点を当てる。また，本来つながってい
るはずでありながら分離して論じられがちな，実践的政策提案の議論とあ
るべき政策をめぐる規範的考察の二つを接続し直すことも意図している。

キーワード：事前分配（当初分配），社会保障，福祉国家，
財産所有のデモクラシー，ロールズ

１　はじめに

2010年ごろから英米を中心に，社会保障構想の新たな潮流 1として「事
前分配（pre-distribution）」というアイディアが論じられている。それは，
2008年の世界金融危機とそれに対する根本的対策の不在，中間層の没落を
伴う格差の拡大，経済の低迷に由来する政府歳入の減少といった状況を背
景として，新たな中道左派の政策指針を案出しようとしたものである。大
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まかに言えばそれは，事後救済的な所得の再分配ではなく事前分配の平等
化を目指す政策構想である。さしあたり課税前所得の平等化がその中心的
要素であるといえるが，のちに論じるように事前分配平等化政策 2にはア
クティベーションなどに通じる要素も含まれ，強調点は論者によって異
なる。事前分配政策の対象は，公共的な財やサービスから，就労機会の供
給，経済活動に対して与えられる報酬のあり方を規定する市場のルールに
及ぶ。
本稿では最も顕著な事例として英国に焦点を当てるが，事前分配は米国
や欧州で一定の影響力のある構想として注目されている。R・ライシュ，
J・スティグリッツ，T・ピケティなど政治的影響力もある学者がこの構想
に言及しているほか（Reich 2015; The New York Times 2015; Piketty 2016），フ
ランス首相のM・ヴァルスも事前分配を自分の政策路線を表すものとして
語っていた（Le Monde 2014）。
事前分配をめぐっては「どのような政策を実施すべきか」という実践的
政策指針としての議論と，「そもそも事前分配とは何か，どのようなもの
であるべきか」という哲学的・規範的議論が混在している。本稿ではこの
両方の位相における議論を扱い，次のことを行う。第一に，事前分配政策
と既存の社会保障アプローチとの異同を明らかにし，事前分配政策を社会
保障のひとつのモデルとして提示する。第二に，J・ロールズの財産所有
のデモクラシーを事前分配の政治哲学的構想を示すものとして位置づけ擁
護する。事前分配政策は複数の異なる政治哲学的立場から注目されている
が，本稿は現実の政策提案の実践に有意義な示唆を与えうることを基準と
して哲学的構想を評価する。
本稿の意義は，事前分配についてバラバラに論じられてきた議論 3を整
理し見取り図を与えることである。政策類型としての特徴を明確化すると
同時に，それを評価するための視点としてどのような規範的構想が望まし
いかを明らかにする。特に，曖昧に語られている「事前」という言葉の意
味に焦点を当てる。また本稿は，本来つながっているはずでありながら分
離して論じられがちな，実践的政策提案の議論とあるべき政策をめぐる規
範的考察の二つを接続し直すことも意図している。
以下，２節では選挙政治にも関わる事前分配政策提案の経緯に触れつ
つ，提案内容を素描する。事前分配の提唱者である J・ハッカーの提案と
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それを政党アジェンダとして提示したE・ミリバンドの提案を扱う。３節
では，社会保障政策のほかの類型との比較で事前分配政策を位置づけ，そ
の特徴を確認する。また，事前分配政策に対する重要な批判を検討する。
４～５節では，事前分配政策がどのように構想されるべきかについて示唆
を与える事前分配の政治哲学的構想を検討する。４節でロールズの理論に
引きつけて事前分配政策を理解する立場を説明し，５節では共和主義とリ
バタリアニズムに依拠する論者による対抗的解釈を検討する。

２　事前分配：政策提案の経緯と内容

本節では，事前分配政策が提案され中道左派政党の新たなアジェンダと
して注目されていった経緯を紹介しつつ，その提案内容を説明する。

2.1　米国政治分析からの処方箋：ハッカーの提案

事前分配という構想を最初に提示したのは，米国の政治学者ハッカー
である。彼はP・ピアソンとの共著で，米国における不平等の拡大過程を
描写している（Hacker and Pierson 2010）。彼らは不平等拡大の主たる原因
を，1970年以降生じた課税再分配以前に位置する市場のルールの変更に見
出す。すなわち，課税前所得の格差の拡大を許すような規制の変更，高等
教育をはじめとする公共サービス費用の増大，労働者保護の後退などであ
る。ハッカーはこれらの要因を事前分配とよび，事前分配における不平等
拡大を是正する施策を提案している（Hacker 2011）。
ハッカーの事前分配政策の提案は，市場のルールが格差拡大をもたらす
一方で中間層の利益に適わないものとなってしまったことに鑑み，その変
化を可能な限り巻き戻すことを目指している。社会保障政策としてのその
特徴は，再分配強化ではなく政府による規制と市場介入に焦点を当てる
ことである。その中身を，四つの政策グループにまとめて見ていこう（cf. 
Hacker 2011; 2013; 2015a; Hacker, Jackson and O’Neil 2013）。
グループ１は公共投資の拡充である。これは，マクロ経済政策により安
定的な就労の機会を増やすことで賃金水準の上昇を目指すものである。就
労機会保障が需要を安定させ，資産バブル崩壊など市場の負の局面におけ
る緩衝材となることも期待されている。
グループ２は普遍的公共サービスの拡充である。その目的は所得の不平
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等がもつインパクトの緩和である。生活必需品や医療サービスが無理のな
い価格で入手できることは，所得格差の存在を比較的無害なものにする。
また公的な教育や職業訓練を充実させることは，中流層および貧困層がひ
ろく充分な機会にアクセスできるようにする。
給付が普遍主義つまり非選別的であり，また金銭ではなく現物給付を中
心とすることは，制度の安定性に資するとされる。普遍的公共サービスは
あらゆる人に利益をもたらすので，一部の人への施しとして反感を招く
ことが少ない。また，給付される財とサービスの使途が限定されている方
が，給付の利益と税負担の意義をイメージしやすく，市民からより安定的
に支持されうる。政府政策の適切さと有効性に対して市民が強い不信を持
つ状況を踏まえ，ハッカーは市民による受容可能性の高い政策デザインを
重視している。
グループ３は労働市場の公正化，すなわち政府の規制と基準設定能力を
活用した雇用・労働条件の改善である。政府は直接的な規制の適用，また
は政府関連事業の契約条件設定を通じて，市場慣行を労働者にとってより
公正なものとすることができる。具体的施策としては，最低賃金や有給休
暇，柔軟な労働スケジュールなどの労働者の権利保障の徹底と，一般雇用
者の利害を適切に代表する労働者の組織化の促進などである。特に労働者
の組織化は市場における資本に対する拮抗力（countervailing power）として
重視されるが，その具体的な促進策は示されていない 4。
グループ４は富の過度の集中の緩和，すなわち超富裕層への富の集中
をもたらす市場の仕組みの修正である。これは主に二つの要素にかかわ
る。まず，エグゼクティブ給与に関してコーポレート・ガバナンスの改革
が必要とされる。具体的には，株主からの短期的成果要求の過熱がエグゼ
クティブへの過度のインセンティヴ報酬付与をもたらしていることに対し
て，企業の総合的・長期的利害の視点がより適切に代表される仕組みが要
請される。もうひとつの要素は金融市場規制である。過度に規制緩和され
た金融市場は，超富裕層をうむだけでなく，高レバレッジの投機的取引に
より長期的な資本の最適配分を阻害してしまう。その是正のために金融取
引税などの施策が必要となる。
以上が事前分配政策の概要であるが，前述の通りハッカーは実現可能性
の観点からこの政策の受容可能性を重視している。加えて彼は，財政緊縮
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路線を受け入れるわけではないとしつつも，事前分配政策（特にグループ
３と４）が大規模な歳出増を必要とせずに平等を促進することをその魅力
のひとつとしている（Hacker 2015b, xxi-xxii; Hacker, Jackson and O’Neil 2013, 
56, 63）。こうした主張の背景には，2008年の金融危機とその後の改革の挫
折をうけて，英国や米国の政府は深刻な不信と歳入減に直面しているとい
う認識がある。

2.2　中道左派政党のアジェンダへ：英国の事例

ハッカーのこの構想は，英国労働党のミリバンドによって政策アジェン
ダとして採用される。ミリバンドは2010年の党首就任以来，不平等の問
題をより正面から扱うべく，ブレア＝ブラウン時代のニュー・レイバー
路線の転換を目指していた（Shaw 2018, 156-157）。ミリバンド陣営の課題
は，新自由主義的な金融資本主義による格差拡大と，それを矯正する手段
としての伝統的再分配政策の限界という二つの問題に取り組むことであっ
た。そこでミリバンドは，不平等拡大の再分配以前の段階に焦点を当てる
事前分配というアイディアに共鳴する。事前分配政策の中でミリバンドが
特に重視したのは，高スキル・高賃金の職を増やすことである（Miliband 
2012）。そのためには教育・職業訓練と就労支援の強化が特に重要となる
が，適切な住宅供給，インフラへの公共投資，金融市場規制などを通じた
市場が健全に機能するための条件整備も必要とされる。またこれらの施策
によって，所得再分配への依存を減らすことも可能になる。
この考えは，2015年の総選挙においてミリバンド労働党のマニフェスト
に反映されていく。だがミリバンドは党内基盤が弱く，親ビジネスで緊縮
派のニュー・レイバー派の異論に直面したことに加えて，世論調査での人
気も低迷していた（Shaw 2018, 157-158）。そうした状況を反映して，マニ
フェストは党内右派に配慮した抑制的なものになっている 5。それでもそ
こでは事前分配的政策が多く採用されている。それらを上で整理した事前
分配の四区分に沿って挙げてみよう（Labour Party 2015; Hacker 2015a）。
まずグループ１の公共投資に関して，労働党は政府債務の縮減計画を緩
やかなものにすることで教育やインフラへの支出規模維持を目指している。
次にグループ２では，普遍的公共サービスの強化が提案されている。す
なわち，NHSのサービス拡充，勤労子育て世帯の無料保育サービス拡充，
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大学の学費削減，住宅供給の増加などである。また，住宅や生活基盤サー
ビスの料金規制を通じたアクセス保障も図られている。
グループ３では，労働環境の改善に向けた施策が提案されている。すな
わち，ゼロ時間契約の禁止，最低賃金の増額，生活基盤として適切な雇用
条件（生活賃金など）の政府購買を通じた促進などである。
グループ４では，まず金融市場の短期利益主義の是正策として，株式投
資において長期利益が重視されるような仕組み（企業買収に関する株の長
期保有者の発言権増大など）の導入が挙げられる。またエグゼクティブ給
与について，パフォーマンス連動の強化やファンドによる投票内容の開
示，報酬委員会への労働者代表の参加が提案されている。さらに労働党
は，豪邸税などの課税強化も提案している。
まとめると，ミリバンドの事前分配政策の提案はハッカーの提案を踏襲
しているものの，より消極的である。まず公共投資（グループ１）は，その
拡充ではなく削減を緩やかにすることが目指されている。またグループ３
のうち市場の拮抗力，すなわち組織化を通じた労働者の利害の効果的な代
表の促進は政策メニューに含まれていない。ミリバンドの提案は，緊縮財
政への支持が強い状況下での実現可能性に配慮したものになっているとい
える。
本節では事前分配政策とその支持者に焦点を当てた。次節では事前分配
政策をより広い文脈上に位置づける。事前分配の平等化というアプローチ
の特徴をより明確にすべく，隣接する社会保障類型との異同の確認と批判
の検討を行う。

３　類型的整理と批判の検討

社会保障政策は，レジーム論を典型として一定のまとまりをもった政
策群として論じられることが多い（e.g. Esping-Andersen 1990）。本節ではま
ず，社会保障のほかの政策類型との比較から事前分配政策の特徴を明らか
にする。次に，C・グローバーが事前分配に対して提起している批判を検
討し，事前分配政策は反平等主義的な政策にもなりうることを指摘する。
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3.1　類型的整理：

	   伝統的福祉政策，第三の道，アクティベーション，BIとの関係

事前分配政策の類型的特徴を明らかにするために，四つの政策類型と事
前分配政策との異同を確認する。四つの類型とは，ハッカーが特に意識し
ている「第三の道」と伝統的な福祉政策，そして近年有力視されている社
会保障構想であるアクティベーションとベーシック・インカム（以下BIと
略記）である。
まず事前分配政策においてとりわけ意識されているのが，90年代中ごろ
以来中道左派の有力な政策指針となっていた「第三の道」路線との対比で
ある。第三の道は，政府規制を減らし市場原理を強化する一方で，その帰
結として生じる不平等については所得再分配により是正すると同時に，福
祉給付に就労要件を付加することで福祉依存を減らしていくこと（ワーク
フェア）を目指すものであった。ハッカーはそのような政策は市民の長期的
支持を期待しえないことを指摘する（Hacker 2013; Hacker, Jackson and O’Neil 
2013）。なぜなら，それは規制緩和された市場が勝者と敗者に大きな差が
つくように分配した所得を政府があとから分配しなおすという，強制的と
感じられやすい分配アプローチだからである。また，それは就労機会と再
分配のための財源が市場で充分に創出されることに依存している点で，経
済の安定成長を前提としたモデルでもある（Miliband 2012）。したがって，
そのような政策は経済危機と低成長の時代においては適切に機能しえず，
人々の政府への反感をあおることになりやすい。
これに対して事前分配政策は，市場における分配と政府による再分配に
ついて第三の道の逆をいく。つまり，市場を通じた所得と富の分配がより
平等なものとなるような仕方で市場のルールを設定し，事後的再分配は最
低限にとどめるというのがその理念である。また，事前分配政策は人々の
就労を通じた自立を目指す点ではワークフェアに通じるが，就労支援のア
プローチは異なっている。ワークフェアが選別主義的な所得補填に就労要
件を組み込むのに対して，事前分配政策は，就労のための機会を開くこと
をひとつの目的として普遍主義的な現物給付を行う。就労支援は普遍主義
的サービスのひとつとして提供されるが，給付に就労要件

4 4

を課すというア
プローチはとられない。
次に伝統的福祉政策との関係を検討する。ハッカーは，主に米国を念頭
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に1970年代までの資本主義が中間層の利益にかなうものだったとしてい
る（Hacker 2011）。その中心要素は，ケインズ主義的なマクロ経済政策によ
る雇用創出，効果的な労働者の代表と権利保障，社会保険と所得補填，公
共サービスである。事前分配政策はこの伝統的福祉政策のモデルへの部分
的な回帰を志向している。両者の間で大きく違う点は再分配の位置づけで
ある。困窮者を救済するための所得補填による垂直的再分配と社会保険を
通じた水平的再分配は福祉国家の最重要機能とみなされている（宮本2011; 
cf. Barr 2001）。事前分配政策はこのうち前者になるべく依存しない仕方で
不平等の縮減を目指す点で特異である 6。
第三の道とワークフェアのほかに近年注目されている社会保障政策とし
て，アクティベーションとBIがある。これらと事前分配政策の異同を検
討しよう。まず宮本太郎によればアクティベーションの目的は，所得保障
と並んで職業訓練や保育サービスなどの公的支援の提供を通じて，人々が
就労を通じた連帯を担えるようにすることである（宮本2011, 125-126）。そ
れがワークフェアと異なるのは，就労を義務的要件としない点，そして労
働市場と企業への規制を通じて雇用自体をより良質のものにしていく点で
ある（Ibid.; 宮本2009，125）。このように理解されたアクティベーション
は，その目的と内容において事前分配政策と親和的である。ただし，アク
ティベーションは生活保障を所得補填によって行うことを問題視しない点
が事前分配政策とやや異なる。また，事前分配政策には公共投資や富の過
度の集中の緩和など，アクティベーションの範囲を超える要素が含まれて
おり，アクティベーションは事前分配政策のひとつの要素と位置づけるの
が適切である。
最後にBIは，普遍主義という共通点はあるものの，（少なくとも無条件
の定期的金銭給付という純粋な形においては）事前分配政策と折り合いが
悪い。事前分配政策は給付の形態として公共財や公的サービスという現物
給付を重視するからである。またBIは就労支援的性格をもたず，むしろ
就労に限らない幅広い活動に従事する自由の促進が目的とされることが多
い（宮本2009，124; cf. van Parijs 1995）。一方で事前分配政策は，基本的に
就労を中心とした社会的に価値のある活動の促進を重視しており，給付内
容もその目的に規定される側面が強い 7。
まとめよう。事前分配政策は，伝統的福祉政策とは所得補填以外の要素
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において共通している。第三の道とは就労支援を重視する点で共通してい
るが，第三の道における就労支援がワークフェア寄りであるのに対して，
事前分配政策においてはアクティベーション的就労支援が重視される。ま
た，純粋・十全なBIは事前分配政策とは重ならない（図１）。

3.2　グローバーの事前分配批判

次にグローバーが提起する批判を検討し，事前分配政策が抱える問題に
ついて考えてみたい。グローバーは次のように事前分配政策を批判する
（Grover 2016）。すなわち，所得再分配を抑制しつつ賃金の底上げにより
所得の平等化を図ることは，最貧層の勤労者や失業者の境遇を悪化させる
ことになりかねない。この批判の要点は，事後的再分配を伴わない事前
分配的な賃金保障は家計ニーズの多様性に対応できないということである
（Ibid., 698-699）。実際に，英国において適切な生活を送れるための賃金水
準として設定されている「生活賃金」は，フルタイム雇用の稼ぎ手のいる
二人親世帯を想定している。たとえばシングルマザー世帯のように，稼ぎ
手の労働可能時間やニーズがこの類型から外れる家計では，生活賃金の保
障は充分ではないかもしれない。そのような賃金保障とひきかえに所得補

社会保障政策類型

主要構成要素

普遍的公共
サービス

凡例：

公共投資

第三の道

社会保険

BI
所得補填

ワークフェア

市場の規制緩和

アクティベーション 事前分配

出所：筆者作成

伝統的福祉政策

図１　社会保障の政策類型と主要構成要素の重なり
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填のような再分配政策が切り詰められるとすれば，そうした人々は基礎的
ニーズを満たすことさえ困難な状況に置かれかねない。
ここで示唆されているのは，政治的な妥協の可能性を視野に入れたとき
に事前分配政策が反平等主義的なものとなってしまう危険性である。たと
えば予算制約などのために，再分配の抑制が先行し事前分配を平等化する
施策が充分に行われない場合，事前分配政策は相対的に不利な立場にある
人の境遇をより悪化させるものになりかねない。さらに悪いことには，事
前分配はそのような帰結を正当化するレトリックを提供してしまうかもし
れない。実際グローバーは，英国の2015年夏の予算案において，そのよ
うな事態が起きていると見ている（Grover 2016, 696）。保守党政権はミリバ
ンド労働党の事前分配の主張を部分的に取り込む形で，最低賃金の増額と
所得補填の削減を行ったからである。つまりミリバンドの提案は部分的に
実現され，一部の低賃金労働者の境遇を改善する一方で，一部の所得補填
を必要とする世帯にとっては境遇の悪化をもたらしたことになる。
これは重要な批判であり，事前分配政策が充分に練り上げられていない
ことを示唆している。この批判から事前分配政策を救うことは可能だろう
か。ひとつの方法は，保守党流の切り詰められた政策を事前分配政策のあ
るべき姿から逸脱するものとすることである。しかしそのためには事前分
配政策の「あるべき姿」とは何かを明確にしなければならない。そうする
ことではじめて，逸脱的な政策の採用に対して規範的な歯止めを効かせる
ことができる。以下に，明確化の必要な項目を三つの問いとして示す。
第一に，そもそも「事前」の分配とは何を意味するのか。一方で「課税
前」所得の平等化を最重要視するなら，グローバーが指摘するような実
質的福祉切り下げを伴う一面的な平等化を招きかねない。他方で，事前分
配政策の提案には，賃金格差の生活への影響を縮減し人々の機会へのアク
セスを保証する普遍的公共財・公共サービスの提供（グループ２）も含まれ
る。この意味での「事前」の分配を重視するなら，非標準的なニーズを有
している人々やフルタイム就労が困難な人々を放置してしまうという危険
は軽減されるだろう。この意味での事前分配，すなわち人生における価値
ある機会への実質的アクセスの確保を「各人の生の展望を開く」分配とし
て課税前所得の分配と区別しておきたい（厳密には後者は前者の一要素に
なる）。
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第二に，事前分配と再分配はどのような関係にあるのか。それらはト
レードオフないし互換的関係にあり，一方を充実させるなら他方を縮減す
るべきなのだろうか。ハッカーやミリバンドは再分配の重要性を否定はし
ないものの，再分配への依存を減らせることを事前分配政策の利点として
いた。だが，そのような主張は再分配のいきすぎた縮減の容認につながる
可能性もある。
第三に，実現可能性の考慮事項はどこまで，またどのような仕方で事前
分配政策の内実を規定すべきだろうか。ハッカーやミリバンドは市民によ
る受容可能性や歳出抑制への配慮を重視していた。これらは政策の実現可
能性のための考慮事項であり，事前分配の構想にとって本質的なものとは
考えにくい。受容可能性や歳出削減への配慮もまた福祉切り下げを招きう
る要素であり，事前分配政策を平等に反するものにしてしまいかねないか
らである。政策は実現されてこそ意味があるが，それは「どのような形で
あれ実現すべき」ということではない。グローバーの批判が示すように実
現可能性の追求に対しては歯止めが必要である。実現可能性をどのように
して追求するのか（しないのか）について示唆を与えることが，政策のある
べき姿についての考察に期待される。
政策のあるべき姿に関するこれらの問いは，現実的な政策提案の分析だ
けからではうまく答えることができない。現実的な前提や制約を問い直す
ことが必要になるからである。そこで次節ではこれらの問いに，政治哲学
的な議論から回答を与える 8。それにより事前分配のあるべき姿が明らか
にされるならば，グローバーが批判するような反平等主義的な政策を，事
前分配の妥当な形態とみなすべきか否かも明らかになる。

４　政治哲学的構想としての事前分配

ここまで本稿は，現実の政治的文脈に即して提案された事前分配政策に
ついて分析してきた。重要な批判として，事前分配の提案がその本来の目
的に反するような政策を正当化してしまう要素を含んでいることが示唆さ
れた。事前分配をこうした批判に対して堅牢なものとして再構築する方向
性を示すことが本節の課題である。具体的には，前節の最後に提示した事
前分配のあるべき姿に関する三つの問いに取り組む。政治哲学（規範的政
治理論）の観点から事前分配政策がどのようなものであるべきかの議論を
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検討することで，政策実践を適切に導きうる構想を探る。まずはロールズ
の「財産所有のデモクラシー（property-owning democracy）」の構想を検討
する。

4.1　財産所有のデモクラシー

経済学者の J・ミードは，資本所有の格差が所得格差と「権力と地位の
不平等な分配」をうみつつ拡大しつづけることに，早くも1960年代初頭
に警鐘を鳴らしていた（Meade 2012, 27, 33-39）。福祉国家が看過するその
問題への解決策として提示されたのが財産所有のデモクラシーである 9。
本稿では，その構想をさらに哲学的に深化させたロールズの構想に焦点を
当てる。ロールズは哲学的な正義の理論の一部として財産所有のデモクラ
シーを提示しており，その制度的特徴も彼の正義原理に基礎づけられたも
のとして理解することができる。抽象的な正義原理に接続可能であること
には，具体的政策の設計や評価に際して，個別の文脈を離れても妥当しう
る正しさの基準を参照できるという意義がある。
だが，事前分配政策について考えるためになぜ財産所有のデモクラシー
を参照するのか。二つの構想の間に必然的な結びつきがあるわけではな
く，財産所有のデモクラシーにひきつけて事前分配政策を理解すること
は，事前分配のひとつの解釈にすぎない。だが，両者は問題認識と解決ア
プローチにおいて共通しており，この際立った類似性ゆえに財産所有のデ
モクラシーは事前分配政策の有力な哲学的対応物といえる 10。まず財産所
有のデモクラシーは，所得再分配に依拠する福祉国家は資本主義における
格差拡大への対応として不充分であるとの認識から出発している（Meade 
2012, 38-39; Rawls 2001, 139）。これに対して，より有効なアプローチとし
て富と所得の「各期の初めにおける（at the beginning of each period）」ない
し「始めからの（from the outset）」分配施策が提示される（Rawls 2001, 139, 
140; cf. Meade 2012, 53-63）。事前分配の提唱者であるハッカーも，財産所
有のデモクラシーの要素をそのまま事前分配政策に取り入れることは現
実的でないとしながらも，それが長期目標になりうることは認めている
（Hacker, Jackson and O’Neil 2013）。
さて，ロールズの財産所有のデモクラシーの詳細を確認していこう。そ
の目的は「自由で平等なものとみなされた市民の間の公正な協働のシステ
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ムという社会の観念を，基本的諸制度として実現すること」である（Rawls 
2001, 140）。そのための施策が「各期の初めにおける」分配である。以下，
その具体的機能を四つに分類し，ロールズの正義の二原理に対応させなが
ら説明する 11。
まず，第一原理は基本的諸自由の平等な保障を規定する。第一原理から
要請される財産所有のデモクラシーの重要な機能は政治的自由の公正な価
値の保障である（機能ⅰ）。それはすなわち，社会的・経済的影響力の政治
的影響力への転換を防ぐことである（Rawls 2001, 148-150）。そのための制
度的規制（政治献金規制など）なしでは，社会的・経済的に優位な地位にあ
る人たちがその力を利用して，民主的な公共政策過程を特定利益のために
歪めてしまうかもしれない。
次に第二原理は，社会的・経済的不平等が次のふたつの条件を満たすこ
とを要請する（Rawls 2001, 42-44）。まず，そうした不平等が公正な機会均
等の条件下ですべての人に開かれた役職や地位に帰属させられること（公
正な機会均等原理）。これは単なる形式的な機会ではなく，能力と意欲に
応じた実質的機会の平等を要請するものである。次に，社会的・経済的不
平等が社会のもっとも不利なメンバーの生の展望を最大限よくするような
ものであること（格差原理）。たとえばある種の能力の持ち主に高い報酬を
与えるなどの不平等は，それがもっとも不利な人の生涯を通じた予期を最
大化するものである場合に限って，公正なものとして正当化される。
第二原理から財産所有のデモクラシーの次の三つの機能が導かれる。ま
ず，生産資本と人的資本の広く行き渡った所有の実現（機能ⅱ）。物的資
本，金融資本と並んで，自分の資質に見合った教育や職業訓練により人的
資本を開発しうることが，公正な機会均等実現のために求められる 12。次
に，社会的協働に参加する実質的機会の保障（機能ⅲ）。この要請は，仕事
が市民の自己尊重の社会的基盤̶社会的・経済的不平等の尺度である基
本財のうちもっとも重要なものとされる̶として重要であるという認識
を反映している。それゆえ仕事は当人が意味を見出しうるものでなければ
ならない。そのためには，使用者に対して隷属的立場に置かれたり，精神
を蝕むような単純労働の機会しかないといった事態は避けられなければな
らない（Rawls 1999a, 258, 463-464）。加えて，充分な仕事が存在しない局面
では，社会の責任で雇用機会が創出される必要がある（Rawls 2005, lvii）。
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最後に，富の過度の蓄積とりわけ世代を超えた有利（advantage）の継承の阻
止（機能ⅳ）。経済的力が社会の一部に偏り固定化するなら，それは社会の
ほかのメンバーに対して支配的な影響力を行使しうる特権階級をつくりだ
してしまう。そこで資産の蓄積と継承に関する規制が必要となる。具体的
には，受贈者を対象とした遺産・相続への課税と，富と所得に対する累進
課税といった政策が必要となる（Rawls 2001, 148-150, 160-161）。

4.2　三つの問いとグローバーの批判への応答

続いて，ロールズの財産所有のデモクラシーの構想に基づいて前節終わ
りに提起した三つの問いに答えることで，事前分配政策のあるべき姿を明
らかにしていこう。
第一に，事前分配はどのような意味で事前的なのか。ロールズが「各期
の始めにおける」分配を要請したのは，事後救済的な再分配との対比にお
いてであった。財産所有のデモクラシーが「意図するのは，事故や不幸に
よって損失を被った人々を単に支援することではなく（それもなされねば
ならないのだが），むしろ，適切な程度の社会的・経済的平等を足場とし
て自らの事柄を成し遂げられるような地位にすべての市民を置くことであ
る」 （Rawls 2001, 139）。重要なのは自立を可能にする足場としての平等で
あり，それは各人が自分の生を展望する際にあらかじめ保障されているべ
きものである。
そのように「各人の生の展望を開く」ことは，より細かくは次の諸機能
を通じて実現されることを確認した。すなわち，富の過度の蓄積や公共政
策決定過程の独占により社会的協働のあり方が歪められることなく（機能
ⅳ，ⅰ），自由で平等なものとしての市民一人ひとりに社会的協働に参加
する実質的機会とそれを活用するための人的および物的資本を保障するこ
とである（機能ⅲ，ⅱ）。これらは，各人が自分の生の計画を形成しそれを
追求するうえで重要となる各要素において必要となる資本と機会をあらか
じめ適切に分配するという意味で「事前的」である。これに対して所得補
填は，生の計画を充分に成し遂げられず社会による救済に頼らなければな
らない人を対象にする点で「事後的」である。
第二に，事前分配と再分配はどのような関係にあるのか。先の引用部分
からもわかるように，財産所有のデモクラシーは事後的な所得再分配の必
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要性が減じられる社会を目指している。だが同時に，その主要機能には資
産の分配（ⅱ）や富と所得の累進課税（ⅳ）も含まれている 13。つまり事前分
配政策のあるべき姿とはこうである。それは市民が自由と平等を脅かされ
ることなく社会的協働に参加できるようにするものであり，その目的に資
さない再分配は事前分配によって置き換えられるが，その目的に資する再
分配は強化される。また，救済的・調整的な再分配が必要であること自体
は否定されない（Rawls 2001, 139）。
第三に，事前分配政策は実現可能性にどのような配慮を払うべきだろう
か。まずロールズの理論における実現可能性の考慮について，ここでの議
論に関係する範囲で，異なる段階における二種類の実現可能性を区別しう
る（Gilabert and Lawford-Smith 2012をもとに再構成）。ひとつめは「安定性
の考慮」である。これは経済，制度，文化，人々の動機などに関わるが，
可能な範囲で望ましい社会の状態を想定したうえで，どのような制度が安

4

定性をもちうるか
4 4 4 4 4 4 4 4

が問われる。二つめは「狭義の実現可能性」とよぶこと
にする。これはひとつめと同じ要素に関わるが，現状の社会を前提として
望ましい制度にどのように到達するか

4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

を問う。ここではより偶然的な要因
も考慮対象となる。たとえば市民の受容可能性という同じ要素について，
安定性の考慮は社会のある程度不変の特徴と人間本性に根ざす動機との関
連で検討するのに対して，狭義の実現可能性はその時どきの社会の経済状
況や人々に広く共有された気分のようなものも変数として考慮する。
このうち，正義にかなった社会の構想としての財産所有のデモクラシー
が関わるのはひとつめの安定性の考慮である。そこでは政治や経済の諸法
則や，自由で平等なものとしての市民にとっての理にかなった受容可能
性に照らした制度の安定的維持可能性が問われる（Rawls 1999b, 133; 2005, 
446）。また，社会がどのような歴史状況や政治的伝統に規定されているか
といった要素も考慮される（Rawls 1999a, xv-xvi）。これは比較政治学にお
ける経路依存性に通ずる要素といえるが，ここでの対象は安定的要因の
みである。経済危機や政府不信の蔓延といった偶然的要因に左右される
事柄は財産所有のデモクラシーの規定要因としては考慮されない。だがそ
れは，これらの狭義の実現可能性を無視するということではない。それは
「あるべき姿」の問題とは切り離されてそれをどのように実現するかとい
う実践的な問いとして検討される。



事前分配（pre-distribution）とは何か（2018－Ⅱ） 261

以上の考察をまとめるならば，事前分配政策は，各人の生の展望があら
かじめ開かれうるような制度編成を要請するという意味で「事前」的であ
る。そしてそれは，事後的な所得再分配の必要性を低下させるが，人的・
物的資本の分配を含む広義の再分配を削減しようとするものではない。最
後に，実現可能性は段階を分けて検討される。たとえば社会を深く規定す
る歴史的経験や政治的伝統，市民の本質に照らして理にかなった受容を期
待しうる原理は事前分配のあるべき姿を規定しうる。他方で，より細かい
政策の経路依存性や市民のより個別的な利害への配慮は，あるべき姿の実
現のためにどのような手段・経路をとるべきかという狭義の実現可能性に
関わる。後者の事情がどれほど変化しても，あるべき姿は変更されない。
さて，このようにロールズの財産所有のデモクラシーをそのあるべき姿
として事前分配政策を理解したとき，グローバーの批判は退けられるのだ
ろうか。厳密には批判は部分的にのみ回避できる。彼の懸念は，政治的な
妥協によって事前分配政策が平等の観点から問題のあるものになりかね
ず，さらには事前分配のレトリックがその正当化に使われかねないことで
あった。一方で，財産所有のデモクラシーを事前分配政策の目指すべきモ
デルと定めても，狭義の実現可能性が否定されない以上，政策提案の切り
詰めが避けられない状況は起こりうる。他方で，そのような妥協を規範的
観点から批判することは可能となる。つまり，妥協が事前分配政策実現の
ために必要であるとしても，規範的に重要である「各人の生の展望を開
く」分配が犠牲にされている場合には，それは重大な逸脱として批判され
うる。

4.3　オニールとウィリアムソンによる提言

次に，ロールズの財産所有のデモクラシーの観点からの事前分配政策に
対する批判的提言の一例としてM・オニールとT・ウィリアムソンの議論を
とりあげる。オニールらはハッカー，ミリバンドの提案をより規範的に望ま
しいものにするための提言をしている。彼らはその際，財産所有のデモクラ
シーをモデルとして議論をしている（O’Neil and Williamson 2012a; O’Neil and 
Williamson 2012b）。
オニールらの主な提案は三つにまとめられる。まず，グループ２の領域
では，人的資本の分配を通じて高賃金の就労機会を増やすだけでは不十分
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であるとして，生産資本の分配を要求している。生活の財政的基盤となる
ような一定額の資産を権利として人々に付与することが，平等な社会を実
現するうえで必要とされる。次に，グループ３の拮抗力の形成に関連する
目標としてオニールらは，ドイツの共同決定の仕組みをモデルとした施策
の導入を主張している。最後に，富裕層への資本の集中の阻止を目指す
グループ４の政策として，世代を超えた富の局在化を是正するための積極
的な資産課税が提案されている。オニールらは事前分配は伝統的な課税再
分配政策の置き換えではなく拡張であるべきとして，資産課税の強化を訴
えている。なおこれらの提言はそれぞれ，財産所有のデモクラシーの機能
ⅱ，ⅲ，ⅳからひきだされる。
このように，事前分配政策を批判的かつ建設的に導く提言を財産所有の
デモクラシーの構想から示すことができる。ただし，実践的な政策の提案
やその評価は規範的観点からの提言だけでは完結しないことを付言してお
く。それは実現可能性の制約にも依存する。さらに，政策の総合的な評価
が規範的望ましさと実現可能性の関数であるとして，その二要素間の関係
を規定することも必要となる。これは重大な問題であるが，本稿が扱える
のは事前分配政策の規範的

4 4 4

評価のための適切な観点の特定までである。次
節では，事前分配についての異なる政治哲学的構想を検討することでこの
課題の仕上げとしたい。

５　事前分配の異なる構想

本節では共和主義とリバタリアニズムに親和的なものとして事前分配の
構想を理解する議論を紹介し，それに対してロールズの構想を擁護するこ
とを試みる。

5.1　リベラルな共和主義（トマス）

最初に検討するのはリベラルな共和主義の立場から事前分配について論
じているA・トマスである。哲学的にはトマスはロールズの正義の理論を
ほぼ全面的に支持するとしつつも，そこに共和主義的自由の実現という論
理を付け加えるべきとする（Thomas 2017）。共和主義的自由とは，他者か
らの支配（恣意的な干渉の可能性）にさらされない状態のことである 14。ト
マスの議論はロールズに依拠するところが大きく，その主張はロールズの
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構想とかなりの程度共通するものの，事前分配政策の評価の仕方について
重要な違いもある。先にあげた事前分配のあるべき姿についての三つの問
いに沿ってトマスの見解を確認しよう。
第一の問いについては，トマスの見解は前節で見たロールズのそれと基
本的に同じである。よってこの点については別して検討することはしない。
では第二に，事前分配と再分配はどのような関係にあるのか。この点で
もトマスはロールズと同じく，資産課税を必要とする立場である（Thomas 
2017, 162）。だが彼は，再分配を不要にするような条件をつくるべきこと
をロールズ以上に強調する（Ibid., ch. 5, 208）。再分配は多数者の善意に基
づく支配とみなしうるからである（Ibid., 310）。
第三に，事前分配政策は実現可能性にどのような配慮を払うべきか。ト
マスは政策のあるべき姿について安定性のみを考慮する点ではロールズと
共通するが，ロールズが狭義の実現可能性を考慮する実践段階にも同じ基
準を適用しているようである。トマスは，実践的な政策提案においても狭
義の実現可能性を考慮して財産所有のデモクラシーから逸脱することは許
容されないとするからである（Thomas 2017, 95, 316）。部分的にのみ正義に
かなった制度は，すでに優位な力関係にある人々によって自らの利益を促
進するために活用されてしまいかねないというのがその理由である（Ibid., 
64-66, 335-336）。トマスの実践的処方箋は財産所有のデモクラシーを非妥
協的な形で導入するための条件を整えることに注力すべしというものであ
る（Ibid., 316, 369）。
トマスの構想をロールズとの違いを確認しつつまとめよう。第一に，ト
マスは事前分配政策の実施が所得再分配を不要とする度合いをロールズ以
上に大きく見積もっている。ロールズは事後的再分配の救済的・調整的役
割を完全には否定していないのに対して（Rawls 2001, 139），トマスはこれ
を理想的には廃止すべきものとみなしている。第二に，トマスは事前分
配政策を実現するためにそのあるべき姿から逸脱することを一律に否定す
る。これに対してロールズは非理想的状況下で正義の要請を緩和すること
を否定はしておらず，あるべき姿によって一定の統制をしつつ実現可能性
に配慮した実践的判断の余地を認めている。
事前分配政策を導く規範的立場として，トマスの構想には今見た二点に
おいて問題がある。第一に，事後的再分配を不要にするという目論見につ
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いてはその限界を重視すべきである。なぜなら，社会の基礎構造を正義に
かなった仕方で設計できたとしても，予期できない正義の欠損や救済すべ
き不利は生じうるからである。第二に，理想からの逸脱を一切否定するな
らば，その議論は現実の政策実践にとってほとんど意味のないものになっ
てしまう。確かに，理想からの逸脱が不利な立場にいる人に対してもたら
す影響には注意する必要がある。だが妥協の危険を認識することは，妥協
を否定することと同じではない。トマスの立場からは狭義の実現可能性の
制約を踏まえながらも規範的に意味のある政策を探ることができなくなっ
てしまう 15。それは実践を導く規範として適切でなく，ロールズの構想が
より望ましい。

5.2　リバタリアニズム／新古典派リベラリズム（カー）

近年，経済的自由を重視するリバタリアン的主張を行う政治哲学者は
自分の立場を「新古典派リベラリズム」とよぶことが多い（Brennan and 
Tomasi 2012）。この潮流に基づいて事前分配について論じているのがG・
カーである。カーが重視するのは，経済学でいうレント（特定の主体に帰
属しえない仕方でうみだされる価値）を課税を通じて分配することである。
より具体的には，彼は土地の賃貸価格の値上がり部分に課税する「地価
税」を提案する。
まずは土地のレントについて簡単に確認しよう。一般に土地の賃貸価値
は，周辺の商業活動など広範な社会活動の関数である。土地の所有者がレ
ントを占有できる制度のもとでは，賃貸による利益にレント分が加わるこ
とになるほか，土地の供給が有限であることもあいまって，値上がりを見
越した投機的取引が加熱し土地の価格は高騰する（Kerr 2017, 113-114）。結
果として価格は適正価格を上回り取引量は適正値を下回るため，非効率性
が生じる（Ibid., 118-119）。
この土地の賃貸価値におけるレントを課税し分配しようというのがカー
の地価税の提案である。だがなぜ土地のレントだけを問題にするのか。詳
細は割愛するが，土地は，価値のレント部分をほぼ純粋に課税対象とする
ことができる（Kerr 2017, 242）。課税は経済活動の自由を制限し非効率をう
むが，地価税の場合，レントの占有を阻止することによる効率性の向上分
がそれを大きく上回るとされる。
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カーのこの構想はどのような事前分配政策のあるべき姿を示しているだ
ろうか。第一に「事前」という言葉は，カーによれば「経済活動以前」と
いう意味で理解すべきである（Kerr 2017, 230-231）。それは特定の主体の経
済活動に帰責しえないということであり，平たくいえば自分がつくりだし
ていないもののことである。そのような価値創出に対する課税こそが事前
分配的であるとされる（Ibid.）。
第二に，そのように理解された事前分配と再分配はどのような関係にあ
るのか。カーは，所得課税や財およびサービスの公的供給といった再分配
に対しては，市場の効率性を阻害しない範囲でのみ支持するという立場を
とっている。再分配は人々の広範な支持があるならば効率を阻害せずにお
こなえるため，その場合のみおこなうのが望ましいというのである（Kerr 
2017, 225-226）。つまり，再分配は否定はされないものの，積極的に支持
もされない。
第三に，事前分配政策は実現可能性にどのような配慮を払うべきか。
カーは安定性についてはほとんど語っておらず，むしろ狭義の実現可能性
を重視しているようである。その考慮事項として彼が重視することのひと
つが効率性である。というのもカーは，あらゆるレントの占有を，課税対
象とすべき不当な

4 4 4

レントの占有としているわけではない。課税することで
経済活動の自由を増大し効率性に資するような財のみが適切な課税対象な
のである 16。またカーは事前分配政策として貨幣発行益の国有化も検討し
ているが，そこでは市民による受容可能性の観点から低い評価を与えてい
る（Kerr 2017, 239-240）。
まとめると，カーは特定の主体に帰責しえない経済的価値としてのレン
トの分配を事前分配とみなしており，そのうちでも課税が効率性に資する
もののみを妥当な課税対象としている。また，市民による受容可能性も優
先的に実行すべき施策を選定する際の基準となる。そして注力すべきはあ
くまで事前分配政策であり，再分配については積極的に支持する理由は示
されていない。
さて，カーの構想は，事前分配政策を導く規範的構想として適切だろう
か。ひとつの懸念は，再分配を完全にオプショナルなものとしており，グ
ローバーが懸念するような性急な再分配削減を招きかねないことである。
とはいえカーはハッカーやミリバンドの提案とは全く異なる政策を構想し
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ているため，この批判はやや的外れともいえる。だが，むしろそのことこ
そが本稿の関心からすればより大きな問題である。というのも，カーの構
想からすると本稿で見てきたおそらくすべての政策が事前分配ではないこ
とになるからである。典型的な非稼得所得である相続・贈与への課税すら
例外ではない。相続税は贈与者の観点からは稼得所得への課税であり，そ
の限りで非効率的だからである（Kerr 2016, 73）。カーは「事前」という言葉
を独自の意味で用いており，本稿で扱ったほかの論者のいう事前分配とは
根本的に異なるプロジェクトに携わっていると考える方が適切である。そ
うだとすると，現実政治の文脈で政策指針として提示されてきた事前分配
政策を導く規範的参照点としての役割はカーの構想には期待しえない。

６　結論

本稿では事前分配の構想について，その政策内容と哲学的基盤のふたつ
の観点から議論してきた。本稿の積極的主張は以下のように要約できる。
第一に，事前分配政策は積極的な公共投資や普遍主義的公共サービスの充
実など伝統的福祉政策と共通する要素をもちつつも，所得再分配の役割を
縮小させるような社会保障の類型として位置づけることができる。同時に
それは福祉削減を志向するものではなく，アクティベーションとも親和的
である。だが事前分配は課税前所得の平等化のみに焦点を当てて狭く理解
することも可能であり，とりわけ政策の受容可能性や歳出抑制が強調され
るならば反平等主義的なものにもなりうる。第二に，そのような逸脱を批
判し望ましい方向に導くための事前分配政策のあるべき姿を，ロールズの
財産所有のデモクラシーの構想によって規定すべきことを論じ，その含意
を検討した。また，トマスおよびカーによる事前分配の構想は，規範的観
点を踏まえつつ現実の事前分配政策の提案について建設的に論じるための
適切な視点を提示しえないことを示した。
ではロールズの構想を用いることで，その実現可能性にも配慮しつつ事
前分配政策についてどのような実践的示唆を与えうるのか。本稿では，オ
ニールらの議論をその一例として紹介したが，筆者自身の構想を展開する
ことはできなかった。これについては別の機会を期したい。

［付記］　貴重なコメントをくださった二名の匿名査読者にこの場を借りてお礼申



事前分配（pre-distribution）とは何か（2018－Ⅱ） 267

し上げたい。なお，本稿は JSPS科研費特別研究員奨励費17J09542の研究成果の
一部である。

（１）　新規性は政策内容よりもその組み合わせと強調点にある。社会保障
の観点からの課税前所得の重要性もかねてから指摘がある（e.g. Barr 2001, 
270）。

（２）　以後，事前分配政策と表記する。また，単に事前分配という場合には
分配のあり方についての構想を指すものとする。

（３）　たとえば事前分配政策として様々な要素を論じている論集として
Chwalisz and Diamond （2015）を参照。

（４）　事前分配政策を支持する政治経済学者のR・ライシュも拮抗力を重視
している。彼は富裕層の過大な政治的影響力を削ぐための政治資金規制改
革を拮抗力回復のための第一の施策としている。（Reich 2015）。

（５）　おそらく同様の理由で，マニフェストでは事前分配という言葉も使わ
れていない。

（６）　社会保険も再分配的政策だが，事前分配政策は社会保険をほかの政策
で置き換えることはしない。これは事前分配と再分配の関係をどう考える
べきかという問題を提起するが，それについては４節以降で検討する。

（７）　事前分配政策を支持するライシュはBIも擁護している。ただし給付
額は品位ある生活に必要な最低限のものと想定されている（Reich 2015, 
376-381）。

（８）　社会科学における規範的理論の役割についてはダナーマークほか
（2015）を参照（103-109, 177-182）。
（９）　財産所有のデモクラシーの概念史については Jackson（2012）を参照。
（10）　ロールズの正義の原理に整合的な分配アプローチとして事前分配につ
いて論じている近著としてScanlon （2018）を参照。

（11）　機能の分類はO’Neil （2012），Freeman （2006）， 齋藤（2007）を参考にした。
（12）　教育や職業訓練を通じた人的資本の分配には，自分の目的を追求しう
る存在として，また社会的協働への能動的な参加者としての市民の自己尊
重を育てる意味もある。

（13）　ロールズはさらに，正義に適った社会においては所得課税を廃止して
控除つき比例支出税によって置きかえることが適切でありうることも示唆
している（Rawls 2001, 161）。

（14）　共和主義的自由の観念の詳細についてはPettit（1997）を参照。
（15）　実際にトマスはハッカーの提案を不適切としている（Thomas 2017, 
170）。
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（16）　地価税が効率的であるのは，土地が代替性が低く需要が非弾力的な財
であることにもよる（Kerr 2017, 128-129）
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